
◆ 6月の税務と労務
国　税／ 5月分源泉所得税の納付 6月11日
国　税／ 所得税の予定納税額の通知 6月15日
国　税／ 4月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 7月2日
国　税／ 10月決算法人の中間申告 7月2日
国　税／ 7月、10月、1月決算法人の消費税等の

中間申告（年3回の場合） 7月2日
地方税／ 個人の道府県民税及び市町村民税の納付

（第1期分） 市町村の条例で定める日
労　務／ 健康保険・厚生年金保険被保険者賞与

支払届 支払後5日以内
労　務／ 児童手当現況届（市町村役場に提出）

7月2日

6 2012（平成24年）

国民年金保険料の未納問題を受け民主党がマニフェストに掲げたもので、
日本年金機構（旧社会保険庁）を国税庁に統合して、年金保険料と税金を一体的に徴収
する組織にする構想。この３月から歳入庁創設に向けた検討が開始されていますが、巨
大組織となるだけにその誕生には時間がかかりそうです。
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平
成
二
十
四
年
七
月
一
日
か
ら
、

こ
れ
ま
で
適
用
が
猶
予
さ
れ
て
い
た

従
業
員
数
が
一
〇
〇
人
以
下
の
事
業

主
に
も
、
改
正
育
児
・
介
護
休
業
法

に
お
け
る
短
時
間
勤
務
制
度
、
所
定

外
労
働
の
制
限
及
び
介
護
休
暇
制
度

が
適
用
に
な
り
ま
す
。

短
時
間
勤
務
制
度

（
所
定
労
働
時
間
の
短
縮
措
置
）

a

制
度
の
概
要

事
業
主
は
、
従
業
員
（
日
雇
従
業

員
及
び
一
日
の
所
定
労
働
時
間
が
六

時
間
以
下
の
従
業
員
を
除
く
）
の
う

ち
、
三
歳
未
満
の
子
と
同
居
し
、
養

育
す
る
従
業
員
（
育
児
休
業
を
し
て

い
る
者
を
除
く
）
が
、
申
し
出
る
こ

と
に
よ
り
利
用
で
き
る
短
時
間
勤
務

制
度
を
設
け
、
そ
れ
を
就
業
規
則
等

に
規
定
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

短
時
間
勤
務
制
度
は
、
一
日
の
労

働
時
間
を
原
則
と
し
て
六
時
間
（
五

時
間
四
五
分
か
ら
六
時
間
ま
で
）
と

す
る
措
置
を
含
む
こ
と
が
義
務
づ
け

ら
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
他
に
も
四
時

間
制
、
七
時
間
制
と
い
う
よ
う
に
複

数
の
労
働
時
間
を
設
け
て
一
日
の
労

働
時
間
を
短
縮
す
る
方
法
や
一
日
の

労
働
時
間
を
通
常
の
従
業
員
と
同
じ

く
し
て
週
の
労
働
日
数
を
少
な
く
す

る
方
法
な
ど
、
希
望
者
が
利
用
し
や

す
い
勤
務
体
制
に
す
る
こ
と
が
大
切

で
す
。

な
お
、
こ
の
短
時
間
勤
務
制
度
は
、

本
制
度
を
利
用
し
て
い
る
従
業
員
に

所
定
外
労
働
を
さ
せ
な
い
こ
と
ま
で

を
規
定
し
て
い
る
も
の
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。

s

労
使
協
定
に
よ
り
適
用
除
外
で

き
る
従
業
員

①
　
入
社
一
年
未
満
の
従
業
員

②

一
週
間
の
所
定
労
働
日
数
が
二

日
以
下
の
従
業
員

③

業
務
の
性
質
ま
た
は
業
務
の
実

施
体
制
に
照
ら
し
て
、
短
時
間
勤

務
制
度
を
講
ず
る
こ
と
が
困
難
と

認
め
ら
れ
る
業
務
に
従
事
す
る
従

業
員
（
た
と
え
ば
、
労
働
者
数
が

少
な
い
事
業
所
に
お
い
て
、
業
務

に
従
事
で
き
る
労
働
者
数
が
著
し

く
少
な
い
業
務
や
流
れ
作
業
ま
た

は
交
替
制
勤
務
に
よ
る
製
造
業
務

で
、
短
時
間
従
業
員
を
勤
務
体
制

に
組
み
込
む
こ
と
が
困
難
な
業
務

な
ど
）

こ
の
場
合
、
事
業
主
は
、
代
替

措
置
と
し
て
、
育
児
休
業
に
関
す

る
制
度
に
準
ず
る
措
置
、
フ
レ
ッ

ク
ス
タ
イ
ム
制
度
、
始
業
・
終
業

時
間
の
繰
上
げ
・
繰
下
げ
（
時
差

出
勤
の
制
度
）、
三
歳
未
満
の
子
に

か
か
る
保
育
施
設
の
設
置
運
営
そ

の
他
こ
れ
に
準
ず
る
便
宜
の
供
与

（
従
業
員
か
ら
の
委
任
を
受
け
て
ベ

ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
を
手
配
し
、
そ
の

費
用
を
負
担
す
る
こ
と
な
ど
を
含

む
）
の
う
ち
い
ず
れ
か
の
制
度
を

講
じ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

d

本
制
度
の
措
置
が
不
要
の
者

事
業
の
種
類
に
か
か
わ
ら
ず
管
理

監
督
者
（
労
働
基
準
法
第
四
一
条
第

二
号
に
定
め
る
者
）
は
、
労
働
時
間

等
に
関
す
る
規
定
が
適
用
除
外
と
さ

れ
て
い
る
こ
と
か
ら
本
措
置
を
講
じ

る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

ち
な
み
に
、
管
理
監
督
者
と
は
、

労
働
条
件
の
決
定
そ
の
他
労
務
管
理

に
つ
い
て
経
営
者
と
一
体
的
な
立
場

に
あ
る
者
の
意
味
で
あ
り
、
名
称
に

と
ら
わ
れ
ず
、
実
態
に
即
し
て
判
断

す
べ
き
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

た
と
え
ば
、
職
場
で
「
管
理
職
」
と

し
て
取
り
扱
わ
れ
て
い
る
者
で
あ
っ

て
も
、
こ
の
管
理
監
督
者
に
当
た
ら

な
い
場
合
に
は
、
短
時
間
勤
務
制
度

の
適
用
を
受
け
ま
す
。

f

給
与
・
昇
給
に
か
か
る
定
め

短
時
間
勤
務
の
適
用
を
受
け
る
間

の
給
与
（
た
と
え
ば
、
時
間
給
を
基

礎
と
し
た
実
労
働
時
間
分
の
基
本
給

な
ど
）
や
育
児
休
業
期
間
中
に
つ
い

て
の
昇
給
（
た
と
え
ば
、
育
児
休
業

期
間
中
は
行
わ
な
い
も
の
と
し
、
育

児
休
業
期
間
中
に
昇
給
日
が
到
来
し

た
従
業
員
に
つ
い
て
は
、
復
職
後
に

昇
給
さ
せ
る
な
ど
）
等
を
就
業
規
則
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な
ど
で
規
定
し
ま
す
。

g

手
続
き

こ
の
請
求
は
、
そ
の
期
間
中
は
所

定
労
働
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
て

は
な
ら
な
い
こ
と
と
な
る
一
の
期
間

（
一
月
以
上
一
年
以
内
に
限
る
）
に
つ

い
て
、
短
縮
開
始
予
定
日
及
び
短
縮

終
了
予
定
日
を
明
ら
か
に
し
て
、
原

則
と
し
て
、
短
縮
開
始
予
定
日
の
一

月
前
ま
で
に
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。

所
定
外
労
働
の
制
限

（
残
業
の
免
除
）

a

制
度
の
概
要

三
歳
未
満
の
子
を
養
育
し
な
が
ら

就
業
す
る
全
て
の
男
女
従
業
員
（
日

雇
従
業
員
を
除
く
。
以
下
同
じ
）
が

申
し
出
た
場
合
は
、
事
業
主
は
、
事

業
の
正
常
な
運
営
を
妨
げ
る
場
合
を

除
き
、
所
定
労
働
時
間
を
超
え
て
労

働
さ
せ
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

「
正
常
な
運
営
を
妨
げ
る
場
合
」

に
該
当
す
る
か
否
か
は
、「
そ
の
労
働

者
の
所
属
す
る
事
業
所
を
基
準
と
し

て
、
そ
の
労
働
者
の
担
当
す
る
作
業

の
内
容
、
作
業
の
繁
閑
、
代
替
要
員

の
配
置
の
難
易
等
の
事
情
を
考
慮
し

て
客
観
的
に
判
断
す
る
」
こ
と
と
な

り
ま
す
。

s

労
使
協
定
等
に
よ
り
適
用
除
外

で
き
る
従
業
員

入
社
一
年
未
満
の
従
業
員
及
び
週

所
定
労
働
日
数
が
二
日
以
下
の
従
業

員
に
つ
い
て
は
、
労
使
協
定
に
よ
り

所
定
外
労
働
の
免
除
の
対
象
外
と
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

な
お
、
短
時
間
勤
務
制
度
と
同
様

に
労
働
基
準
法
第
四
一
条
第
二
号
に

規
定
さ
れ
て
い
る
管
理
監
督
者
等
に

つ
い
て
も
、
残
業
免
除
の
対
象
と
な

り
ま
せ
ん
。

d

手
続
き

残
業
の
免
除
に
か
か
る
請
求
（
何

回
で
も
可
）
方
法
に
つ
い
て
、
一
回

に
つ
き
、
一
カ
月
以
上
一
年
以
内
の

期
間
で
、
免
除
開
始
予
定
日
及
び
免

除
終
了
予
定
日
を
明
ら
か
に
し
て
、

原
則
と
し
て
、
免
除
開
始
予
定
日
の

一
カ
月
前
ま
で
に
、
書
面
、
フ
ァ
ッ

ク
ス
ま
た
は
電
子
メ
ー
ル
等
に
よ
り
、

会
社
に
「
育
児
の
た
め
の
所
定
外
労

働
免
除
申
出
書
」
を
提
出
す
る
こ
と

に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
と
い
う
定

め
を
就
業
規
則
等
に
設
け
ま
す
。

介
護
休
暇
制
度

a

制
度
の
概
要

要
介
護
状
態
（
＊
１
）
に
あ
る
対

象
家
族
（
＊
２
）
の
介
護
そ
の
他
の

世
話
（
＊
３
）
を
行
う
全
て
の
男
女

従
業
員
は
、
事
業
主
に
申
し
出
る
こ

と
に
よ
り
、
一
の
年
度
（
原
則
と
し

て
四
月
一
日
か
ら
翌
年
三
月
三
十
一

日
ま
で
）
に
お
い
て
、
従
業
員
一
人

あ
た
り
、
労
働
基
準
法
で
定
め
る
年

次
有
給
休
暇
と
は
別
に
、
要
介
護
状

態
に
あ
る
対
象
家
族
が
一
人
の
場
合

は
年
五
日
、
二
人
以
上
の
場
合
は
一

〇
日
を
限
度
と
し
て
、
一
日
単
位
で

介
護
休
暇
を
取
得
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

＊
１

ケ
ガ
・
病
気
、
身
体
上
ま
た

は
精
神
上
の
障
害
に
よ
り
、
二

週
間
以
上
に
わ
た
り
常
時
介
護

を
必
要
と
す
る
状
態
を
い
い
ま

す
。

＊
２

配
偶
者
（
事
実
婚
を
含
む
）、

父
母
（
養
父
母
を
含
む
）
、
子

（
養
子
を
含
む
）、
親
同
然
子
同

然
の
関
係
に
あ
る
人
（
従
業
員

が
同
居
し
、
か
つ
、
扶
養
し
て

い
る
祖
父
母
、
兄
弟
姉
妹
、
孫

を
い
う
）、
配
偶
者
の
父
母
を
い

い
、
介
護
休
業
の
対
象
家
族
と

同
じ
で
す
。

＊
３

対
象
家
族
の
介
護
、
対
象
家

族
の
通
院
等
の
付
添
い
、
対
象

家
族
が
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

を
受
け
る
た
め
に
必
要
な
手
続

き
の
代
行
そ
の
他
対
象
家
族
に

必
要
な
世
話
を
い
い
ま
す
。

s

労
使
協
定
に
よ
り
適
用
除
外
で

き
る
従
業
員

入
社
六
カ
月
未
満
の
従
業
員
、
週

所
定
労
働
日
数
が
二
日
以
下
の
従
業

員
に
つ
い
て
は
、
労
使
協
定
に
よ
り

適
用
を
除
外
で
き
ま
す
。

こ
れ
以
外
の
従
業
員
に
つ
い
て
は
、

介
護
休
暇
の
申
出
を
拒
む
こ
と
は
で

き
ま
せ
ん
。

d

給
与
に
か
か
る
定
め

本
休
暇
を
取
得
し
た
日
の
賃
金
支

払
の
有
無
に
つ
い
て
は
法
的
な
定
め

は
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
会
社
で
定
め

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

f

手
続
き

介
護
休
暇
の
申
出
は
、
休
暇
を
取

得
す
る
年
月
日
、
従
業
員
及
び
対
象

家
族
の
氏
名
、
従
業
員
と
の
続
柄
、

要
介
護
状
態
に
あ
る
事
実
等
を
明
ら

か
に
し
て
、
事
前
に
事
業
主
に
申
し

出
る
こ
と
が
原
則
で
す
。

介
護
休
暇
の
利
用
に
つ
い
て
は
緊

急
を
要
す
る
こ
と
が
多
い
こ
と
か
ら
、

当
日
の
電
話
等
の
申
出
や
、
事
後
で

も
書
面
の
提
出
等
を
認
め
る
と
い
う

配
慮
が
必
要
で
す
。
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業
務
委
託
・
請
負
と
は
、
注
文
者

か
ら
受
け
た
仕
事
の
完
成
に
対
し
て

報
酬
が
支
払
わ
れ
る
こ
と
を
約
束
す

る
契
約
の
こ
と
で
、
注
文
者
の
指
揮

命
令
を
受
け
な
い
個
人
事
業
主
と
し

て
扱
わ
れ
、
原
則
的
に
は
、
労
働
基

準
法
上
の
労
働
者
と
し
て
の
保
護
を

受
け
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

労
働
者
保
護
の
主
な
も
の
と
し
て

は
、
労
働
条
件
の
明
示
、
出
来
高
払

い
の
保
障
給
、
最
低
賃
金
、
労
働
時

間
・
休
憩
、
休
日
、
賠
償
予
定
の
禁

止
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

な
お
、
業
務
委
託
・
請
負
と
い
っ

た
契
約
を
し
て
い
て
も
、
働
き
方
の

実
態
か
ら
労
働
者
で
あ
る
と
判
断
さ

れ
れ
ば
、
労
働
法
規
の
保
護
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
た
と
え
ば
、

就
労
場
所
、
勤
務
時
間
、
仕
事
の
方

法
な
ど
が
細
部
に
わ
た
り
指
示
さ
れ

て
い
る
場
合
な
ど
は
、
労
働
者
と
判

断
さ
れ
る
可
能
性
が
高
い
で
し
ょ
う
。

帰国直後に障害者になったとき

障害基礎年金は、ケガや病気（傷病）
の初診日（初めて医師や歯科医師の診療
を受けた日）において被保険者であるか
または60歳以上65歳未満であって、日本
国内に住所を有している者が、障害認定
日（原則として、初診日から１年６カ月
を経過した日）に１級または２級の障害
者となったときに支給されます。

ただし、その初診日の前日において、
初診日の属する月の前々月までに国民年
金の被保険者期間がある場合は、保険料
納付済期間と保険料免除期間を合算した
期間が被保険者期間の３分の２以上ある
かまたは初診日の属する月の前々月まで
の直近の１年間に保険料を滞納していな
いことが要件です。

したがって、海外在住者のように国民
年金への加入が任意である者が、帰国直
後に障害者となった場合には、保険料納
付要件は問われないことになります。

労働契約の禁止事項

労働基準法では、労働者が不当に会社に
拘束されることを避けるために、次の禁止
事項を定めています。
① 暴行、脅迫、監禁その他精神または身
体の自由を不当に拘束する手段によっ
て、労働者本人の意思に反して労働を強
制すること

②　中間搾取（いわゆるピンハネ）
③ 労働契約に違反した場合に違約金を支
払わせることやあらかじめ損害賠償額を
予定する契約をすること

これは労働契約の不履行があれば、損
害の有無や金額にかかわらず、一定の賠
償額を支払うことをあらかじめ定めるこ
とを禁止するものですので、労働者が故
意に実際に会社に損害を与えた場合には
損害賠償請求は可能です。

④ 前借金その他労働することを条件とす
る前貸しの債権を給料から一方的に天引

きする形で返済（相殺）させること
これは労働者が会社から借金したため

に、辞めたくても辞められなくなるのを
防ぐために設けられたものです。

⑤　強制貯金
労働契約に付随して、労働者に強制的

に金融機関等の第三者と貯蓄の契約をさ
せたり、貯蓄金を管理する契約をするこ
と

社内預金制度があるところなど、労働
者の意思に基づいて、会社に給与の一部
を委託することは一定の要件のもとに認
められています。

これらの規定に違反した場合の罰則は、
次のとおりです。
①の場合…１年以上10年以下の懲役または
20万円以上300万円以下の罰金

②の場合…１年以下の懲役または50万円以
下の罰金

③〜⑤の場合…６カ月以下の懲役または30
万円以下の罰金
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